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＜総説＞

抄録
我が国の公共政策において，ナッジは，「人々が自分自身にとってより良い選択を自発的に取れる
ように手助けする新たな政策手法」として注目されている．ナッジは，選択の自由を残し，費用対効
果の高いことを特徴として，我が国を含む世界の 400 を超える組織（いわゆるナッジ・ユニット）が，
健康・医療，環境・エネルギー，徴税，働き方改革等，様々な政策領域において活用している．
ナッジを始めとする行動科学の知見の活用を推進する日本版ナッジ・ユニットにおいては，産学政
官民連携によるオールジャパンの体制により，行動に起因する社会課題の解決に向けて様々な分野の
議論を行っている．健康・医療分野においては，健康と環境保全における相乗効果を目指した取組や，
がん検診の受診率向上の取組，健康寿命の延伸のための野菜摂取を促す取組，トレーニングや体を動
かすための取組，そして新型コロナウイルス感染症対策のための行動変容を促す取組等を題材にナッ
ジの活用や留意点について議論してきた．
ナッジの活用は，他の政策手法と同様，人々の生活に介入し，行動様式に影響を及ぼすことがある．
とりわけナッジは，科学的根拠に基づいて実践されることから，その蓋然性が高い．ナッジの活用が
進むにつれ，近年においては，スラッジと呼ばれる適切ではない活動等，倫理面における課題が散見
されるようになってきている．ナッジの活用に携わる者は，法令の定めるところに加え，高い倫理性
が求められるものである．官民問わず，ナッジの受け手にとっての受容性を考慮した上で，倫理的に
も配慮したナッジの活用を推進していくことが求められる．

キーワード：ナッジ，行動変容，日本版ナッジ・ユニット，公共政策

Abstract

In Japan’s public policy, nudges have been attracting attention as a new policy method to help people vol-
untarily make better choices for themselves. Characterized by preserving freedom of choice and being highly 
cost-effective, nudges are used by over 400 organizations (so-called “nudge units”) around the world in a 
variety of policy areas, including health and medicine, the environment and energy, taxation, and work style 
reform.

Japan’s Nudge Unit, the Behavioral Sciences Team, which promotes the use of knowledge from behavioral 

特集：多様な分野の行動変容研究と社会実装の現在
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I．はじめに

近年，我が国の中央省庁や地方公共団体において，ナッ
ジと呼ばれる，行動に関する科学的な理論や知見に基づ
く政策手法を活用しようとする機運が高まっている．ま
ずは，公共施設内において実際にナッジが活用されてい
る具体的な事例を紹介したい．それは，富山駅前にある
コミュニティホール（アーバンプレイス）内に設置され
たピアノ階段である（図 1）．「季節の音階段」と名付け
られたこの階段は，ピアノの鍵盤を模したデザインをし
ている．それに加え，踏むと実際に音が出るようになっ
ており，さらには飽きのこないよう，四季によって異な
るメロディを楽しむことができる．隣にはエスカレー
ターも併設されており，足の不自由な方や年配の方にも
配慮された設計となっており，エスカレーターの利用も
選択肢として排除していない．
こうしたピアノ階段は，もともとはスウェーデンの地
下鉄の駅に設置されたもので，どうしたら駅の利用客が
エスカレーターの代わりに階段を上り下りして体を動か
すようになるのか，しかも楽しんで階段の利用を選択す

るようになるのか，という問い掛けをきっかけに始まっ
た試みであった．ピアノ階段を設置することで，階段を
利用する人が増え，その結果，身体活動が増え，健康増
進につながることが期待される．私たちの身の回りの環
境を変えることで人々の行動変容が促される事例と言え
る．このとき重要なのは，階段の利用を強いているわけ
ではないということである．そして，階段の上り下りを
苦痛に感じるどころか，楽しく愉快に面白く，自然と体
を動かすことができるように設計されている．
ピアノ階段は現在，前述の富山駅前に加え，国内の複
数の場所で設置されている．全てのピアノ階段がそう
なっているわけではないが，併設されているエスカレー
ターに人感センサを取り付けることにより，階段利用が
進むに伴ってエスカレーターの稼働時間が減り，その分
だけ省エネルギーにもなる．つまり，発展的には，健康
×環境保全という相乗効果も見込まれる取組である．

II．ナッジとは

ナッジは我が国においてはまだまだ耳慣れない用語で
あるが，その英単語nudgeの英英辞典における定義を見
ると，「ひじ等でそっと押して注意を引いたり前に進め
たりすること」や「特定の決断や行動をするようにそっ
と説得・奨励すること」を意味することがわかる．「そっ
と」（gently）が根幹にある単語である．「ひじで突く」
という訳が用いられることがあるが，行政の現場におい
てはナッジの対象者を直接物理的に突いたりするわけで
はないため，ナッジの本格的な政策活用について府省庁
の中でも率先して取り組む環境省が訳出した，「そっと
後押しする」という和訳が用いられている．
次に，学術的な定義を見てみたい．後に行動経済学
への貢献でノーベル経済学賞を受賞するシカゴ大学の
リチャード・セイラー教授は，ハーバード大学のキャ
ス・サンスティーン教授との共著『Nudge』（2008 年）
において，ナッジを「選択を禁じることも，経済的なイ
ンセンティブを大きく変えることもなく，人々の行動を

sciences including nudges, is an all-Japan organization comprising industry, academia, government, and the 
private sector, that is working together to discuss a variety of fields, to solve social issues caused by behavior. 
In the health and medicine fields, we have discussed the use and points to note regarding nudges, using ex-
amples such as efforts to achieve synergistic effects between health and the environment, efforts to promote 
vegetable intake to extend healthy lifespan, efforts to increase cancer screening rates, efforts to train and 
move the body, and efforts to promote behavioral changes to combat COVID-19.

The use of nudges, like other policy measures, can intervene in people’s lives and affect their behavior. In 
recent years, ethical issues, such as inappropriate activities known as “sludge” have been observed. Those 
involved in the use of nudges are required to adhere to high ethical standards in addition to the requirements 
of the law. Regardless of whether they are public or private, it is necessary to promote the use of nudges while 
keeping ethical considerations in mind, taking into account their acceptability to the recipients of the nudge.

keywords: nudge, behavior change, Japan’s Nudge Unit, public policy
(accepted for publication, September 17, 2024)

図1　ピアノ階段による階段利用の促進（富山市内）
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予測可能な形で変える選択アーキテクチャーのあらゆ
る要素」と定義している[1，2]．長くて分かりにくいた
め，短く分解して説明すると，まず，「選択を禁じるこ
ともなく」とは規制や強制ではなく，選択の自由を残す
ことを意味する．自由の国アメリカ等でナッジが注目を
集めた理由の 1つがここにある．次に，「経済的なイン
センティブを大きく変えることもなく」とは，税制や補
助金のように経済インセンティブを大きく変えるもので
はないということを意味するものであるが，少額の節約
やポイント等，経済インセンティブを小さく変えるもの
は除外されていない．しかしながら，インセンティブの
受け止め方の大小は個人差があるため，どのくらいの大
きさの経済インセンティブまでがナッジであるかは一概
には言えず，曖昧さが残る．セイラーたちは年間数千円
から数万円程度の節約を促す取組をナッジとして扱って
いる[1，2]．「人々の行動を予測可能な形で変える」と
は，行動経済学，心理学，社会学，認知科学，脳神経科
学等の行動に関する自然・人文・社会科学の総称である
行動科学の知見や理論に基づいて，ということを端的に
表したものである．そして「選択アーキテクチャー」と
は，人々が選択する際の環境のことをいう．ナッジの対
象者を取り巻く環境全般をどうデザインするか，という
ことがナッジをする上で大変重要な点である．
さらにセイラーは，ナッジを定義した 10 年後の 2018

年にナッジを再定義している．セイラーは，ナッジを通
じて選択アーキテクチャーを改善することで，選択肢を
制限することなしに人々が賢い選択をできるようになる
とし，また，「自分自身にとってより良い選択ができる
ように人々を手助けすること」がナッジの本来の目的で
あるとした[3]．そして，このような「良いナッジ」を
推奨した．セイラーはまた，賢い意思決定や向社会的行
動を難しくするような「悪いナッジ」を「スラッジ（英
語sludge：ヘドロ）」と名付け，公共部門・民間部門を
問わずスラッジを一掃するよう働きかけている．
そして，近年，ナッジを公共政策に活用しようとする

国際的な潮流がある．ナッジを始めとする行動科学の知
見に基づくアプローチにより，国民一人ひとりの行動変
容を情報発信等により直接促進し，社会システムやライ
フスタイルの変革を創出する取組が政府主導により政策
的に行われ，費用対効果が高く，対象者にとって自由度
のある新たな政策手法として着目されている．ナッジの
政策活用の先駆けはイギリスであり，2010 年にはセイ
ラーの支援の下，キャメロン政権において内閣府に行動
インサイトチームが設置された．行動インサイトチーム
は，設立後ほどなくして「ナッジ・ユニット」の愛称で
も呼ばれるようになり，以来，政府・非政府を問わず，
世界中でナッジを活用した同様の組織が設立された場合
には，それらの組織についても総じてナッジ・ユニット
と呼ばれることが多い．
我が国においても，セイラーがノーベル賞を受賞する

半年前の2017年4月に，環境省が事務局となって日本版

ナッジ・ユニットが発足した．日本版ナッジ・ユニット
は関係府省庁や地方公共団体，産業界や有識者等から成
る産学政官民連携のオールジャパンの取組である．日本
版ナッジ・ユニットは，ナッジを始めとする行動科学の
知見に基づく取組が政策として，また，民間に早期に社
会実装され，自立的に普及することを目的としている．

III．よく用いられるナッジの分類

ナッジと呼ばれるものには実に多種多様なものがある
が，日常生活や公共政策で用いられることの多いナッジ
はいくつかの類型に分類することができる．代表的な
ナッジの類型について，佐々木[4]は人間の意思決定の
癖に着目した代表的なナッジとして，デフォルトの変更，
損失の強調，他人との比較，そしてコミットメントの 4
つを挙げている（図2）．
1つ目のデフォルトとは初期設定のことである．デ
フォルトを変えることによって行動変容を促した事例と
して，中部管区警察局岐阜県情報通信部の取組がある（図
3）[5]．同部の職員は市民の安全を守る使命感からか，
宿直明けに休暇を取得するのを控える傾向にあったとい
う．従来，休暇取得は申請制であったが，働き方改革の
観点でこの点を改善すべく，同部長の発案により，宿直
者は翌日の休暇取得を原則とし，休暇を取得しないで勤
務する場合にその旨を申請するというようにデフォルト
を変更した．その結果，宿直明けの休暇取得者の数は延
べで前年度比約3倍に増加した．
2つ目の損失の強調は，大腸がん検診の受診勧奨で用
いられたものである．東京都町田市では，株式会社キャ

デフォルトの変更 損失の強調

他⼈との⽐較 コミットメント

図2 　人間の意思決定の癖に着目した代表的なナッジの
分類

深夜に事案
対応しました。睡眠不足だね。

今日は帰って
休みなさい。

宿直者は翌⽇の休暇取得をデフォルト化

オプトアウト（勤務）する者のみ
報告様式に新設された該当欄にチェック

上司は、オプトアウト申告、昨晩の対応状
況、健康状態等から休暇取得を奨励

休暇取得者は… ３倍弱に増
延べ37⼈⇒106⼈

図3　デフォルトの変更による宿直明けの休暇取得の促進
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ンサースキャンとともに，がん検診の受診率の改善を図
る取組を進めた[6]．この取組は，元来はナッジの活用
事例として実施されたものではなく，ソーシャルマー
ケティングの文脈で始められたものである．具体的に
は，大腸がん検診の便検査キットを各家庭に郵送する際
に，「今年度，大腸がん検診を受診された方には，来年
度，大腸がん検査キットをご自宅へお送りします」とい
う従来のリーフレットの表現（利得表現）を，「今年度，
大腸がん検診を受診されないと，来年度，ご自宅へ大腸
がん検査キットをお送りすることができません」とい
う表現（損失表現）に変更した（図 4）．すると，利得
表現では受診率が 22.7％であったのに対し，損失表現で
は 29.9％となり，統計的に有意に上昇した．これは何か
を得る喜びよりも失う痛みの方が 2倍程度大きいという
プロスペクト理論を応用したものである．これらの表現
は実際には同じことを言っているものにすぎない．しか
しながら，リーフレットの表現を変えるだけで行政側の
オペレーションを大きく変えることなく，がん検診の受
診を促すという市の施策の実行性を高めることに繋がっ
た好事例であり，一連の取組は，環境省，日本版ナッ
ジ・ユニット，そして行動経済学会の三者の連携により

2018 年度より実施されているベストナッジ賞コンテス
トにおいて，第 1回のベストナッジ賞として表彰された
[7]．
3つ目の他人との比較の事例としては，環境省で実証
実験を実施した省エネナッジがある（図 5）[8]．この
実証実験においては，電気またはガスの一般消費世帯
を，レポートを送付する群と送付しない群に無作為に分
け，送付する群にはレポートを毎月または隔月で送付し
た．このレポートにおいては，他の世帯との間でエネル
ギーの使用量が比較されており，所属する集団内での他
のメンバー（この事例では，同じエネルギー事業者から
電気またはガスの供給を受けている世帯）のエネルギー
の使用実態と望ましい使用量の水準の理解に役立てても
らうことを目的とした．また，損失を強調する表現も用
いられた．そしてレポート送付の翌月以降のエネルギー
使用量を群の間で比較し，レポート送付の効果をランダ
ム化比較試験により統計的に検証した．この実証実験
は 2017 度に開始したもので，レポートの送付により平
均で 2％の省エネ・省CO2 効果が 2年間継続して確認さ
れた．2％というと各家庭では毎月100円，200円の節約
に相当する．微々たるものではないかと思われるかもし
れないが，仮に 2％の省エネ・省CO2 効果が日本全体で
得られるとすると，これと同等の効果を最新の省エネ家
電や太陽光パネルの導入で代替するには，数兆円もの投
資金額が必要となる．ナッジはしばしば安価で取り組む
ことができると言われるが，レポートの印刷費や郵送費
を差し引いてもなお安く，この事例についてもたった一
枚の紙を毎月送るだけでこれだけの効果が得られる，ま
さに費用対効果の高い取組である．さらに，この実証実
験においては追跡調査を 1年間実施しており，レポート
の送付を停止した後も 2％の省エネ・省CO2 効果が持続
することが実証された．一般にナッジは効果が持続しに
くいと言われるが，その「定説」を覆した事例と言える．
通常は，ナッジされているうちにナッジの受け手が慣れ
てしまい，効果が減衰してしまうのであるが，世帯毎に，
また，季節やエネルギーの使用量等に応じてレポートの

パターン Ａ
利得フレームメッセージ

パターン Ｂ
損失フレームメッセージ

受診率22.7％ 受受診診率率29.9％％

図4　損失表現を用いた大腸がん検診受診率の向上

省エネナッジ︓省エネレポート送付により、2％のCO2削減が2
年間継続（2017〜19年度実績。全国50万世帯で実証。
送付停⽌後も少なくとも１年間効果が継続）

他の世帯との⽐較
【同調性・社会規範】
所属する集団内での他のメン
バーの実態と望ましい⽔準の
理解に役⽴てる

損失を強調したメッセージ
【損失回避性】
「ものを得る喜びよりも失う痛
みのほうが強く感じる」という⾏
動経済学の理論を応⽤全国で2％の省エネ効果は冷蔵庫2,600万台の買換効果（投資⾦額で3

兆円）、住宅⽤太陽光発電80万件分の発電量（同1.4兆円）に相当

図５ 省エネレポートの送付による省エネナッジの実証実験

出典︓[８] 三菱UFJリサーチ&コンサルティング株式会社．ナッジ等の⾏動科学の知⾒に関するご説明資料
図5　省エネレポートの送付による省エネナッジの実証実験
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記載内容が毎回のように変わるため，飽きのこない形で
ナッジすることができ，ナッジの受け手が節電等の省エ
ネ行動を習慣付けることができたものと考えられる．
4つ目のコミットメントは，実施する旨を自ら宣言す
ることで，実際に実施する割合が高まるというものであ
る．佐々木[4]は，患者によるクリニックの無断キャン
セルを減らす研究を取り上げている．その研究において
は，受付スタッフが予約カードに次回の日時を記入する
方法から，患者自身に予約カードに記入してもらう方
法に変えたところ，無断キャンセル率が 18％減少した．
佐々木は，我々が日常生活において目標を達成しようと
する際には，このコミットメントを活用することが考え
られるという．すなわち，自ら立てた目標を他人にも知
られる形で宣言し，自ら退路を断って自分を追い込むよ
うにすることである．

IV�．健康・医療分野におけるその他のナッジの
活用事例

日本版ナッジ・ユニットは，議論の場としての連絡会
議を設置しており，健康・医療分野においては前述の事
例の他にもナッジの活用事例を取り上げている．第 2回
日本版ナッジ・ユニット連絡会議において紹介された東
京都足立区の取組は，足立区の健康寿命が東京都の平均
と比較して2010年時点で2歳短いことに端を発し，住ん
でいるだけで自ずと健康になるまちづくりを目的とした
ものであった[9]．あだちベジタベライフと名付けられ
たその取組では，野菜が多く摂取しやすくなるような環
境づくりを目指して，野菜がたっぷり入ったメニューを
提供したり（選択肢として設けるのみで強制はしない），
野菜から食べるように料理を提供する順序に工夫をした
りしている（先に出されたからといって必ずしも出され
た順に食べることが強要されるものでもない）．取組を
始め，区内で協力してくれる飲食店が 1割を超えるよう
になると，因果関係の証明は難しいものの，結果として
健康寿命が延伸し，2015 年には東京都の平均との差が

男性では0.31歳，女性では0.69歳縮小した．これらの取
組が評価され，足立区は厚生労働省健康局長優良賞を受
賞した．
第8回及び第11回の連絡会議においては，近畿大学谷
本道哉准教授（当時）による筋肉体操とナッジとの関
連性について取り上げられた[10]．NHKの特番として始
まった「みんなで筋肉体操」のトレーニング自体は筋生
理学に基づくものであって，ナッジではないが，トレー
ニングをする際の声掛けがナッジの効いたものとなって
いる．例えば，残り時間のカウントダウンの際に，単に
「あと5秒」と言う代わりに「あと5秒しかできません」
と残り時間を強調しつつ，トレーニングをしなかった場
合のもったいなさや損失を強調した声掛けをすることで，
最後まで力を出し切ることを促している．また，番組名
を「みんなで」とすることで視聴者や出演者の間での一
体感を醸成しているが，この社会性や社会的な繋がりを
想起させて働きかける手法は，効果的なナッジの多くに
共通して見られる仕掛けの 1つとしてイギリスの行動イ
ンサイトチームが取り上げている[11]．第 8回の連絡会
議では他に，スポーツ庁の取組も報告され，健康増進の
ために歩くことやスポーツで体を動かす仕掛けづくりに
ついて地方公共団体や民間企業の取組が紹介された[12]．
そして，日本版ナッジ・ユニット連絡会議において
は，新型コロナウイルス感染症対策におけるナッジの活
用についても検討された[13]．政府の新型コロナウイル
ス感染症専門家会議の提言においては，新型コロナウイ
ルス対策の基本戦略 3本柱のうちの 1つとして「市民の
行動変容」が掲げられた．第16回日本版ナッジ・ユニッ
ト連絡会議においては，手洗いという身近な事柄を題材
に，手を洗わないという行動を分析した事例を示した上
で，石鹸で手洗いをするに当たって何が障壁となってい
るのか，そしてその障壁を克服するためにはどうすれば
良いのかということが議論された（図6）．
手を洗うことに対する障壁として考えられるものには，
単純に，石鹸やタオル，ハンカチ等の衛生用品が用意さ
れていないというものから，感染予防に対する手洗いの

図6　手を洗わないという行動の分析例
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効果を理解していないというもの，マスクの着用を意識
するあまりそれで充分だと思って手洗いに対する意識が
疎かになってしまうこと，さらには手を洗おうとは思っ
ているものの多忙や疲労を理由に実践しないというもの
（意識と行動の間の乖離）まで様々な要因が考えられた．
これらのうち，ナッジを始めとする行動インサイトが適
用し得るものはどれか，と検討していくことになる．手
洗いの効果に対する認識の欠如や，マスクのみで十分で
あるとの認識の誤りに対しては，正しい知識をわかりや
すく伝え，リスクコミュニケーションをするという観点
でナッジを活かせる場面が考えられ，意識と行動の間に
乖離がある，すなわち少なくとも関心や理解はあるとい
う人に対しては，行動を取りやすくするような仕掛けづ
くり（手間暇かけずに手洗いができるようにする，手洗
いが楽しくなるようにする，または，アルコール消毒等
の手洗い以外の方法を用意する等）の観点でナッジが活
躍する場面が考えられる（実際には，この意識と行動の
乖離を克服するのが難しいところではある）．
また，イギリスの高速道路のサービスエリアのトイレ

で行われた実験[14]とそれに基づいて実践された行政の
取組について紹介された．実験においては，無線センサ
を使ってトイレの利用者数と石鹸利用者数が調べられる
とともに，「soap」（石鹸）を含む文字列だけのメッセー
ジを複数用意し，それらを掲示することで，石鹸の利用
率がどう変わるかが調査された．その結果，メッセージ
によって石鹸で手洗いをする割合が統計的に有意に上
昇した．例えば，「となりの人は石鹸で手を洗っていま
すか」というメッセージでは，男性は 32％から 36％に，
女性は 65％から 72％に石鹸手洗い率が増え，「石鹸で手
を洗いましょう」では，男性は 32％から 34％に，女性
は 65％から 71％に増えた．一方で，メッセージ間では
効果に有意差は検出されておらず，メッセージ無しの場
合と比較して各メッセージに効果があることがわかった
一方で，メッセージ間の効果の優劣まではわからなかっ
た．
この調査結果に基づいて，京都府宇治市と環境省にお

いては，コロナ禍の初期に，それぞれトイレ内に張り紙
をして石鹸手洗いを促進しようとした．それぞれが用い
たメッセージは異なるものであり，宇治市においては，
職員の利用が主である庁舎内のトイレに「となりの人は
石鹸で手を洗っていますか」との張り紙をし，環境省で
は，一般客の利用が主である新宿御苑のトイレにおいて，
「石鹸で手を洗いましょう」との張り紙をした．イギリ
スでの実験結果の数値のみを見ると，宇治市で用いた
メッセージの方が一見効果は高いが，元の研究において
はメッセージ間での効果の差は検出されなかったことか
ら，日本版ナッジ・ユニット連絡会議の議論においては，
メッセージ間で効果に大きな違いが見られないのであれ
ば，メッセージの受け手が誰か，また，その受容性も考
慮した上で，どのようなメッセージを活用するかを検討
することが重要であるとの指摘がなされた．

V．ナッジと公共政策

ナッジを初めて本格的に政策活用した国はイギリスで
あり，その後，2014 年にはアメリカのオバマ政権にお
いて，科学技術政策局が省庁横断の社会・行動科学チー
ムを発足した．2015 年には行動科学の知見の活用に関
する大統領令が公布され，行動科学の知見は，行政の効
果と効率の改善を通じて，雇用，健康，教育，低炭素経
済への移行の加速化等，多岐にわたる国家の優先事項を
支援し得るとされた．オバマ政権の後も行動科学の活用
は引き継がれ，例えばトランプ政権においては，連邦調
達庁内の組織が，行動科学等の科学的根拠に基づく施策
の実施や効率改善等を推進し，関係行政機関における行
動科学の活用を支援した．その後，我が国を含む世界の
400 を超える組織（いわゆるナッジ・ユニット）が，健
康・医療，環境・エネルギー，徴税，働き方改革等，様々
な政策領域において，ナッジを始めとする行動科学の知
見を活用するに至っている．
ここで，イギリスにおけるナッジの活用事例として
良く知られる，税金の滞納者向けのナッジを紹介した
い．これは 2つの段階のナッジから構成されており，ま
ず，第 1段階で督促状の封筒の表面に手書きで受取人の
名前や「あなたは本当にこの封筒を開封する必要があり
ます」とメッセージを添えることによって特別感を出し，
開封率を上げ，次いで第 2段階として，督促状に「税は
期限までに収めるべきもの」，「10人中9人は期限までに
支払っている」といった社会規範に関する一文が加筆さ
れた．こうした取組により，督促状の送付後 1か月以内
において，収納率が最大で 5％以上も改善したとされて
いる[15]．法律や制度上の仕組みを変えることなく，ま
た，大きな予算をかけずとも，従来の行政の施策の実効
性や有効性を高めることに成功した事例と言える．
我が国の国会においては，公共政策におけるナッジの
活用は，「人々が自分自身にとってより良い選択を自発
的に取れるように手助けするため政策手法」と位置付け
られている[16]．環境省においては，ナッジを活用した
行動変容の促進に関連して，日本版ナッジ・ユニットの
創設と同時期の2017年4月から，前述の省エネナッジの
実証実験を含む様々な実証事業（環境省ナッジ事業）
を実施している．そして，翌年度の 2018 年度に，我が
国の閣議決定文書等の政府全体方針においてナッジの活
用が初めて位置付けられた．我が国の成長戦略において
「ナッジ」の文字が初めて登場したのは，「未来投資戦
略2018」（2018年6月閣議決定）である．そこでは環境
省ナッジ事業が取り上げられ，「ビッグデータ分析等を
活用して行動変容を促す情報発信（ナッジ）等による国
民運動の展開や省エネガイドラインの整備により，低炭
素型製品・サービス・ライフスタイルのマーケット拡大
を図る」こととされた．また，「経済財政運営と改革の
基本方針2018」（2018年6月閣議決定）においては，行
動変容に働きかける取組を加速・拡大する観点から，見
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える化や効果的な情報発信・選択肢の提示等による後押
しの強化を進めていく旨が記載され，具体的な方策とし
てナッジが例示された．
以降の年度においても，より多くの政府方針にナッジ
が位置付けられていった．2019 年度においては，「成長
戦略フォローアップ」（2019 年 6 月閣議決定）における
環境省の取組に加え，健康・医療分野において，「経済
財政運営と改革の基本方針2019」（2019年6月閣議決定）
に，特定健診・がん検診の受診率の向上に向けてナッジ
の活用に取り組むとされるとともに，各府省庁が実施し
ているモデル事業等についてナッジの活用等の方策を含
めた取組の強化が掲げられた．これらのほか，「統合イ
ノベーション戦略2019」（2019年6月閣議決定）や「AI
戦略2019」（2019年6月統合イノベーション戦略推進会
議決定）等においてもナッジの活用が位置付けられた．
また，2020 年度においては，コロナ禍を反映し，コロ
ナ禍にも対応した行動変容をナッジで後押しする旨が
「統合イノベーション戦略2020」（2020年7月閣議決定）
に盛り込まれた．
そして直近の 2024 年度の政府方針においても同様
に，「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画
2024改訂版」（2024年 6月閣議決定），「経済財政運営と
改革の基本方針 2024」（2024年6月閣議決定），「統合イ
ノベーション戦略 2024」（2024年6月閣議決定）及び「第
六次環境基本計画」（2024 年 5 月閣議決定）等，多くの
閣議決定文書等にナッジの活用が示されている[17]．
なお，ナッジではないものの，我が国の国会において
行動科学の活用が議論され始めたのは，昭和の時代にま
でさかのぼることができる[18]．1974 年には法務省の研
修内容が従来の法律中心から行動科学重視へと移行して
いることが説明され，1980 年には教育現場に行動科学
を取り入れることの提案がなされ，そして 1986 年には
慢性疾患に対して行動科学的なアプローチにより個人が
自ら将来の疾病の発生を予防する方向に変えていかなけ
ればならない旨の発言が記録されている．
行動科学の政策活用については，2020 年の科学技
術・イノベーション基本法の改正による後押しも大きい．
2021年4月に施行された改正科学技術・イノベーション
基本法においては，その第3条第2項において，「科学技
術・イノベーション創出の振興に当たっては，（中略）
自然科学と人文科学との相互の関わり合いが科学技術の
進歩及びイノベーションの創出にとって重要であること
に鑑み，両者の調和のとれた発展について留意されなけ
ればならない」と規定された．そして，これを踏まえた
「第 6期科学技術・イノベーション基本計画」（2021 年
3 月閣議決定）においては，「人文・社会科学の厚みの
ある『知』の蓄積を図るとともに，自然科学の『知』と
の融合による，人間や社会の総合的理解と課題解決に資
する『総合知』の創出・活用がますます重要となる」と
された．行動科学は，自然・人文・社会科学全てにまた
がる学際的な学問領域であり，そこから得られる知見は，

人間の行動についての洞察全般を意味する科学的知見の
集合体（行動インサイト）である[19]．

VI．ナッジ倫理

前述したナッジの 4類型のうち，コミットメントにつ
いては，一般的には，自ら変わりたいという意思を持っ
ている人が関わるタイプのナッジであるのに対し，デ
フォルトの変更は，必ずしも明確な意思を持っていない
人に対しても行われ得るタイプのナッジである．人間に
は現状を維持しようとする心理的な癖や偏り（バイア
ス）が往々にしてあり，デフォルトの変更によるナッジ
は，変更するのが面倒だという人間の心理を利用する側
面もあること，そして 4類型の中では比較的効果が高く
なることが多いことから，実施に当たっては特に倫理的
な配慮が必要になる．
公共政策の現場におけるナッジの活用は，他の政策手
法と同様，人々のライフスタイルや行動様式に介入して
影響を及ぼすことがある．このため，その活用に携わる
人は，法令の定めるところに加え，高い倫理性が求めら
れるものである．そこで，日本版ナッジ・ユニットにお
いては，2019 年 12 月にその下部組織としてナッジ倫理
委員会を設立し，公共政策の現場でナッジを活用する際
の倫理的に配慮すべき点について整理している．具体的
には，私たちのより良い選択の実現のために，一人ひと
りの価値観を尊重したアプローチによる「良いナッジ」
の推進と「悪いナッジ」の排除について，何が良い・悪
いか，誰にとって良い・悪いかを含めた倫理的な配慮の
検討と併せて議論を重ねている．そして，2020年3月に
は，ナッジを始めとした行動インサイトの活用に当たり，
まず，その有効性について事前に調査・研究する際に自
ら参考にすることができるよう「ナッジ等の行動インサ
イトの活用に関わる倫理チェックリスト①調査・研究
編」を作成した[20]．また，同年12月には，ナッジを社
会実装するときの参考に資するチェックリスト（②社会
実装編）を作成した[21]．これらをセルフチェックリス
トとして用いることに加えて，行動変容を促す相手の立
場になって，自分自身が対象となったときのことを考え
てみるということが大切である．
最後に，地方公共団体におけるナッジの活用事例につ
いて，ナッジ倫理委員会からコメントの多かった（大き
かった）ものとして，山等におけるトイレ利用に対する
チップの徴収にナッジを活用しようとしたものを紹介す
る．山等におけるトイレの維持管理費等は当事者にとっ
て深刻な課題となっていることが多いが，その費用を賄
うために賛同者からのみチップを受け取るようになって
いることがある．あるトイレにおいては，入り口に具体
的な金額が大きく表示される一方で，相対的に，かつ，
意図的に，「チップ」の文字が小さく書かれていた．こ
れについてナッジ倫理委員会からは，
・「チップ」の文字が小さく記載されていることで義務
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付けられているのか，自由意思で行うものであるのか
について誤解を生じさせる可能性があり，手法の妥当
性に問題がある．
・義務であると誤解させる仕掛けとなっている．倫理的
に適切ではない．
・誤解により政策目的を達成することは妥当な手法とは
言えない．
・チップの協力をしない人が「いけないこと」をしてい
るかのような印象を持つ可能性がある．
・そもそも，チップは善意から支払われるものである．
・このような手法は優良誤認させる商品詐欺等でよく見
られる手法であり，社会に受容されるか．
といったコメントが寄せられた．トイレの有料化には
条例の改正等の行政手続きが必要となっていることがあ
るが，そうした手続きを回避するためにナッジを用いる
のではなく，真に必要な取組であれば制度化することを
念頭に，正規の手続きを踏んで検討や議論を重ねるべき
ではないか，という意見も寄せられた．

VII．おわりに

ナッジを公共政策において活用する際には，「良い」
ナッジであるとともに，「効果のある」ナッジであるべ
きであるが，その際，ナッジの受け手である国民にとっ
て良いのか，社会にとって良いのか，が問題になる．国
民にも社会にも良ければ何よりであるが，国民と社会の
両立ができないときはどちらを優先すべきかであろうか．
また，一部の国民にとって良くて，他の国民にとってそ
うではない場合はどうか．そもそも，何をもって「良
い」，「悪い」と判別すべきであろうか．ナッジは比較的
予算をかけずに実施できるものも多く，我が国の行政に
おいても中央・地方を問わず活用が進められているが，
人々のライフスタイルや行動様式に介入し影響を及ぼし
得ることを念頭に置き，その効果を明らかにしながら政
策を立案し，実践していくことが求められるものと考え
る．ナッジは行動変容を促す有効なツールとなり得るか
らこそ，倫理面に留意して取組を進めていく必要がある．
とはいえ，難しく考えずに，まずは相手の立場になって，
自分自身がナッジの対象となったときのことを考えてみ
るのが重要であり，そうすることがナッジをスラッジに
しないための最も簡便なセルフチェックとなるであろう．
本稿で紹介した議論を踏まえ，日本版ナッジ・ユニッ
トは，2024年6月に，ナッジを始めとする行動科学の知
見を適切に活用し，また，普及させることを目的とし
て，必要な議論をとりまとめ，「ナッジを始めとする行
動科学の知見の適切な活用及び普及に向けた戦略（ナッ
ジ戦略）」を策定した[17]．同戦略は，行政や民間に加
え，大学・研究機関の有識者等，様々な読者を想定して
おり，ご関心のある方はぜひご一読願いたい．同戦略が，
ナッジを始めとする行動科学の知見のより適切な活用や
普及を促すことに貢献するとともに，同戦略自体がナッ

ジとなって，地域規模や全国規模でのネットワークによ
りナッジ等の行動科学の知見の関係人口やコミュニティ
を広げる活動をしている諸団体の一助となることを祈念
している．
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